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暫定措置事業の今後の取り組みについて（案）

平 成 １ ４ 年 １ 月
次世代内航海運懇談会
暫 定 措 置 事 業 部 会

１．これまでの運営状況について

（１）過去３年間（平成１０～１２年度）の状況

内航海運暫定措置事業（以下「暫定措置事業」という ）のこ。
れまでの運営状況をみると、同事業開始時における船腹需給が過
剰状態であったこと、我が国経済が引き続き低迷していること等
から、相当量の船舶の解撤等（１,００７隻 １１０万対象トン
７８８億円）が行われた一方で、船舶の建造等は伸び悩んだ（
１７１隻 ４１万対象トン １５５億円 。）

解撤等交付金 建造等納付金
対象 数 交付金額 対象 数 納付金額隻数 ﾄﾝ 隻数 ﾄﾝ

平成10年度 667 75.3 573.8 31 10.6 27.0
平成11年度 146 14.8 95.5 43 9.5 40.8
平成12年度 194 20.3 118.5 97 21.0 86.8

合 計 1,007 110.4 787.8 171 41.1 154.6

注１：対象トン数の単位は万トン、金額の単位は億円である。
２：数字は認定ベースである。

（２）最近の状況（平成１３年１２月期申請まで）

① 船舶の建造等は、平成１２年度において２０万対象トン水準
に回復したものの、１３年（１～７月）に入り、景気の一層の
低迷から納付金額ベースで対前年同期比４割減と低迷した。し
かしながら、後半に入って幾分回復の兆しが見えてきており、
平成１３年度全体では、ほぼ前年度並みの建造等が行われるこ
とが期待される。
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一方、船舶の解撤等は、１３年に入り大幅な増加傾向となっ
ており、交付金交付の一時延期に伴う駆け込み、前倒しという
面もあって交付金額ベースで対前年同期比倍増の状況となって
いる。

このため、暫定措置事業の収支状況は、納付金による収入と
交付金の支出にタイムラグが生じることとなっている。

② この結果、内航総連は解撤等交付金の交付に必要な資金の見
通しが明確でないとして、平成１３年９月から１２月にかけて
一時的に交付金交付の延期措置を実施していたところである。

２．シンデレラ・プロジェクトの実施について

（１）暫定措置事業における交付金の支払期限を１５年間と確定する
とともに、非効率な老朽船の抜本的処理を通じた高度で安全な内
航輸送システムの構築を図るためには、シンデレラ・プロジェク
ト（船齢１５年を超える老朽船の代替建造促進のため、船齢１５
年を超える船舶は平成１５年４月以降交付金交付の対象としない
こと）を円滑かつ確実に実施することが重要である。

（２）シンデレラ・プロジェクトは、内航海運船腹量全体の２４％に
当たる最大１, ８６５隻、１４４万対象トン（平成１３年２月時
点の想定）が対象船舶とされている。このうち、具体的な解撤規
模は運賃用船料マーケットの状況等に左右されるものの、船齢、
使用状況等を勘案し、最大で８７万対象トン（船腹量全体の１５
％）が１３～１５年度にかけて解撤等されるものと見込まれてい
る。

一方、これに対応した船舶の建造等は、１４～１８年度におい
、 。て 解撤等量の６割強に当たる５６万対象トンが見込まれている
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（３）こうしたシンデレラ・プロジェクトの実施により、平成１５年
４月以前に相当量の船舶の解撤等が行われる一方、これに対応す
る船舶建造等には数年程度の期間を要するものと見込まれてい
る。したがって、解撤等による交付金支払と建造等による納付金
納付までの間における事業収支上のタイムラグに対応するための
所要の資金措置を実施することが必要となる。

（４）このため、平成１３年度補正予算において、政府保証枠２１０
億円から２９０億円（借入資金総枠７００億円から８００億円）
への拡充措置が講じられたほか、さらに１４年度当初予算案にお
いても、政府保証枠２９０億円から３７０億円（借入資金総枠８
００億円から９００億円）への拡充が盛り込まれているところで
ある。

３．暫定措置事業の今後の課題について

（１）船舶建造における暫定措置事業の影響

① 暫定措置事業以前（スクラップ・アンド・ビルド方式による
船腹調整事業）の船舶建造においては、建造融資の際に、引当
資格が信用金庫等一部の金融機関によって担保又は含み資産の
一部として評価される実態がみられた。

このため、とりわけ鉄鋼船、石油タンカー系の一部のオーナ
ー事業者においては、船舶建造に当たり、過小資本にもかかわ
らず、引当資格の財産的価値に依存して相当程度の投資が可能
となったことから、かえって船腹需給の適正化が阻害されるこ
ととなっていた面が少なくなかったといわれている。

② 暫定措置事業以降は、新規建造船舶には引当資格が付されな
いこと、交付金及び納付金の単価が予め明確化されたこと等に
より、基本的には、船舶建造は相応の船腹需要を前提とし、船
舶収支を勘案して行われることとなってきている。
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したがって、今後、オーナー事業者においては船腹需要、船
舶収支等を十分勘案して船舶建造を行うことは勿論、必要な船
腹量を確保し安定的な輸送を維持する観点からは、荷主企業や
オペレーター事業者自身において、運賃・用船料におけるコス
ト保証等輸送コストの適切な管理に努めることが適当である。

（２）暫定措置事業の抱える課題

① 暫定措置事業は、スクラップ・アンド・ビルド方式による船
腹調整事業の解消に伴うソフトランディング施策であるととも
に、内航海運の構造改革を推進する観点から、船腹需給の適正
化と競争的市場環境整備を図るための施策である。

このため、同事業は船舶の平均使用期間等を踏まえ、１５年
間交付金の交付を実施し収支相償った時点で終了するとしてい
る。

（注）ソフトランディング施策とは、引当資格の性格について
「引当資格の財産的価値は、船腹調整事業の結果派生した
反射的利益であり、これを国が買い上げることは困難 （」
平成１０年３月 海運造船合理化審議会内航部会報告書よ
り）との整理を踏まえ、事実上の経済的価値を有していた
引当資格が無価値化することによる経済的影響を考慮した
ものである。

② しかしながら、暫定措置事業については、多額の借入金を用
いて長期間にわたり実施されるものの、現時点では納付金によ
る収入は必ずしも安定的とは言えないこと、船種により事業活
動に対して一定の制限が加えられていること等、事業の円滑か
つ着実な実施や経済的・社会的要請への的確な対応等の観点か
らは改善すべき課題がある。

③ また、総合規制改革会議による「規制改革の推進に関する第
１次答申 （平成１３年１２月１８日閣議決定）において 「内」 、
航海運暫定措置事業の運営方法の改善」が指摘されているとこ
ろであり、これを踏まえて早急に事業の適切な見直しに取り組
むことが必要である。
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４．暫定措置事業の今後の取り組みについて

暫定措置事業については、具体的には、以下のとおりその運営方法
の見直し、内航輸送の活性化等に取り組むことが適当である。

（１）事業運営方法の見直しについて

① 資金管理方法の適正化
暫定措置事業の借入金の円滑な返済と交付金の計画的な交付

を図るため、同事業の資金管理について、納付金収入に対応し
て交付金支払を行う方法に改善することが必要である。

② 情報の適切な公開
内航海運業者はもとより、金融機関等関係者において情報の

偏在、誤解等による弊害を避けるため、船舶の建造・解撤の状
況、一定の事業収支の状況等暫定措置事業に係る情報の適切な
公開を行うことが必要である。

（実施スケジュール）

平成１４年度より措置

（２）代替建造の促進について

暫定措置事業の基本スキームは、納付金で交付金を支払うとい
うものである。したがって、交付金の交付を確保し、同事業の円
滑かつ着実な実施を図るためには、直ちに借入金の追加のみを考
慮するのではなく、まず納付金収入の増加を図ることが重要であ
る。

このため、運輸施設整備事業団による共有建造方式の仕組み等
を十分活用して代替建造等船舶の建造の促進に取り組むことが適
当である。
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（３）平成１５年度以降の納付金・交付金の単価について

① 平成１５年度以降の納付金・交付金の単価については、従来
より、主にオーナー事業者を中心として 「交付金は引当資格、
の財産的価値の手当てであるため、例えば、平成１５年度以降
は暫定措置事業開始時点の引当資格の相場価格に相当する貨物
船１０万円等の横這いとするべき」との意見がある。

② 一方、平成１５年度以降の納付金・交付金の単価の設定に当
、 。たっては 以下の点に十分留意して決定することが必要である

（留意点）
1) 現時点の船腹需給状況は必ずしも均衡状態とは言えない

ため、なお一層の船腹の解撤等を進め、船舶の近代化の促
進を図る必要があること。

2) 上記２．のシンデレラ・プロジェクトの円滑かつ着実な
実施のため、単価差を拡大する等収入確保を図る必要があ
ること。

3) 平成１５年度以降の交付金単価は 「規制緩和推進３ヵ、
年計画（再改定 （平成１２年３月３１日閣議決定）を）」
踏まえ、事業収支を勘案しつつできる限り単価を低く抑え
る方向で検討する必要があること。

③ したがって、平成１５年度以降の納付金・交付金の単価につ
いては、スクラップ・アンド・ビルド方式による船腹調整事業
の解消に伴うソフトランディング措置である暫定措置事業の円

、 、滑かつ着実な実施とともに 船腹需給の均衡化を推進するため
漸次段階的に引き下げるとともに、単価差を２万円に拡大する
ことが必要である。

（実施スケジュール）

平成１３年度内に結論を得て、１４年度のできるだけ早い時
期までに措置
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（４）内航輸送の活性化方策について

① 内航海運においては、長期間にわたりスクラップ・アンド・
ビルド方式による船腹調整事業を実施していたため、暫定措置
事業規程、保有船腹調整規程等に基づき、一定の船舶（コンテ
ナ船・ＲＯＲＯ船（１００隻程度 、自動車、石灰石等専用船）
（ ）、 （ ） ）１００隻程度 土・砂利・石材専用船 ９００隻程度 等
について、構造、積荷、航路等の条件が付されている。

② こうした条件の一部は、建造等納付金の単価（暫定措置事業
開始以前は、引当資格の価格）が異なることから、当該船舶の
船種を特定・定義するため必要なものであり、一定の合理性が
ある。

③ しかしながら、これらの船舶については、荷主からのニーズ
に応じて積荷、航路等を変更する場合は、内航総連内部でその
手続に相当の時間とコストを要するとともに、条件によっては
制度上変更手続自体が整備されていないものがあり、問題とな
っている。

④ また、昨年１１月の気候変動に関する国際連合枠組条約第７
回締約国会議（ＣＯＰ７）を契機に、関係国毎に具体的な二酸
化炭素削減を定めた「京都議定書」の批准をはじめとする環境

、 、保全に向けた国内対策の強化が急務となってきている等 今後
モーダルシフトに対する社会的要請が一層高まり、内航海運に
対する期待と責任が増大してくるものと考えられる。

⑤ このため、事業者の経営の柔軟かつ機動的な対応を確保する
とともに、国内物流の４割を担い、トラック等に比べて環境負
荷の小さい内航海運によるモーダルシフトを推進する等、内航
輸送の活性化を図る観点から、以下のとおり規程により付され
ている船舶の条件の見直し等を行うことが必要である。

1) 船舶の条件のうち船種の特定・定義に関係のないもの（例
えば、寄港地・航路の制限等）を廃止



- -8

2) 特にモーダルシフト船については、上記1)に加えその他要
件を緩和

3) 船舶の条件の変更に際して、処理期間の短縮、作成書類の
削減等内航総連の手続を簡素化

（実施スケジュール）

平成１４年度の前半までに国土交通省及び内航総連において
具体的見直し方策について検討を行い、年度後半のできるだけ
早い時期より措置


